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     社会保険労務士法人ビークライン   

 
春先に予定されている主な法改正につき、大枠と要所について、取り急ぎ、ご報告申し上げます。 
 

１．平成２６年度の介護保険料率変更（協会けんぽ） 

●平成２６年３月分（４月給与控除分）から介護保険料率変更 ※健康保険料率は据え置き 

⇒ 本年３月分（４月納付分）より、現行の１５．５/１０００（労使折半７．７５/１０００）から 
  １７．２/１０００（労使折半８．６/１０００）に引き上げられます。 
 ※協会けんぽ（全国健康保険協会）以外の

．．．
健康保険組合へ加入をされている事業所様は、別途、

健康保険・介護保険料率の変更の有無について、ご確認をお願いいたします。 
 

２．産前産後休業期間中の社会保険料免除開始 

●平成２６年４月３０日以降に産前産後休業が終了となる被保険者が対象 

⇒ 平成２６年４月より、育児休業と同様に保険料の免除を受けることができるようになります。 
  平成２６年４月３０日以降に産前産後休業が終了となる方（平成２６年４月分以降の保険料）が
対象となり、事業主が「産前産後休業取得者申出書」を提出する必要がありますが、この申出

書は、産前産後休業期間中に提出しなければなりません。 
 
【保険料免除の手続き例】 
 「出産前

．
」に産休期間中の保険料免除の申出をした場合 

 例：出産予定日より「前」に出産した場合 
   ①産前休業開始後に「産前産後休業取得者申出書」を提出 
   ②出産後に「産前産後休業取得者変更届」を提出 
 
 例：出産予定日より「後」に出産した場合 
   ①産前休業開始後に「産前産後休業取得者申出書」を提出 
   ②出産後に「産前産後休業取得者変更届」を提出 
 
 例：出産予定日に出産した場合 

①産前休業開始後に「産前産後休業取得者申出書」を提出 
   ※その後、出産予定日どおりに出産した場合は、「産前産後休業取得者変更届」の提出は不要

．．
 

 
「出産後

．
」に産休期間中の保険料免除の申出をした場合 

⇒出産後に「産前産後休業取得者申出書」を提出（出産予定日、出産日の両方を申出） 
 

３．育児休業給付の給付割合の引き上げ 

●育児休業給付の給付割合が５０％ ⇒ ６７％に引き上げ（平成２６年４月１日施行） 
⇒ 育児休業給付（休業開始前賃金の５０％を支給）について、１歳未満の子を養育するための育児
休業をする場合の休業開始後６月につき、休業開始前の賃金に対する給付割合が６７％に引き

上げられます。 
 



４．一般拠出金率の改正（石綿健康被害救済法） 

●一般拠出金率が現在の ０．０５/１０００ から ０．０２/１０００ に変更 
⇒ 今年度の年度更新（労働保険料の申告）の際には、平成２５年度の賃金総額に新しい拠出金率（０．
０２/１０００）を乗じた額で算定します。 

※労災・雇用保険料率は据え置き 
 

５．トライアル雇用奨励金の改正 

●雇い入れる対象労働者の追加（平成２６年３月１日） 
⇒ 対象労働者に、「妊娠・出産または育児を理由として離職した者であって、紹介日前において
安定した職業に就いていない期間が１年を超えている者」が加わりました。 

 

●紹介を行う事業者の拡大（平成２６年３月１日） 
⇒ 公共職業安定所（ハローワーク）を通じた紹介のみが対象となっておりましたが、新たに職業
紹介事業者も対象になりました（職業安定局長が定める条件に同意し、安定局長が定める標識

を事業所の見やすい場所に掲示している者に限る）。 

 

６．その他 （ご参考） 
雇用保険法の一部を改正する法律 
●教育訓練給付金の拡充及び教育訓練支援給付金の創設（平成２６年１０月１日施行） 
⇒ 教育訓練給付（受講費用の２割を支給、給付上限１０万円）を拡充し、中長期的キャリア形成を支援
する為、専門的・実践的な教育訓練として厚生労働大臣が指定する講座を受ける場合に、以下の給付

を受けることができるようになります。 
 ・給付の引き上げ（受講費用の４割） 
 ・資格取得等の上で就職に結びついた場合には受講費用の２割を追加的に給付 
  ※１年間の給付額は４８万円を上限とする（給付期間は原則２年。資格につながる場合は最大３年）。 
    ＜対象者＞ ２年以上の被保険者期間を有する者（２回目以降は１０年以上の被保険者期間が必要） 
 
⇒ 教育訓練支援給付金が創設され、４５歳未満の離職者が上記の教育訓練を受講する場合に、訓練中に
離職前賃金に基づき算出した額（基本手当の半額）が給付されます（平成３０年度までの暫定措置）。 

 
●就職促進手当（再就職手当）の拡充（平成２６年４月１日施行） 
⇒ 現行の給付（早期再就職した場合に、基本手当の支給残日数の５０％～６０％相当額を一時金として
支給）に加えて、早期再就職した雇用保険受給者が、離職前賃金と比べて再就職後の賃金が低下した

場合には、６月間職場に定着することを条件に、基本手当の支給残日数の４０％を上限として、低下

した賃金の６月分を一時金として追加的に給付されるようになります。 
 
●平成２５年度末までの暫定措置の延長（３年間の延長） 
⇒雇止め等の離職者（特定理由離職者）について、解雇等の者と同じ給付日数で基本手当を支給す 
る暫定措置が、３年間延長されます。 

 
 

以上 


